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1. 研究の背景と目的 1. 研究の背景と目的

　地方都市では、少子高齢化、人口減少、社会基盤の老朽化

に伴う維持管理費増大により、市町村の財政圧迫が課題と

なっている。このため、集約型都市の形成を目指すことが必

要である。

　集約型都市の形成に向けて居住誘導を図る際に、公的賃

貸住宅 *1 が果たす役割は大きい。しかし、将来の都市構造を

考慮した公的賃貸住宅の計画手法は、構築されていない。特

に、合併によって市域が拡大した地方都市では、公的賃貸住

宅を整備することにより居住誘導を図ることで、まちを再

編する必要がある。また、公的賃貸住宅の整備には市町村の

財政的負担の軽減のため、民間活力導入の検討が求められ

る。本論では、９つの町が合併した宮城県登米市をモデルと

し、集約型都市の形成に向けて、民間活力を導入した公的賃

貸住宅（以下、公民連携型住宅）の計画手法を構築すること

を目的とする。

図2 公民連携型住宅タイプと事業スキーム
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1. 研究の背景と目的 1. 研究の背景と目的

　地方都市では、少子高齢化、人口減少、社会基盤の老朽化

に伴う維持管理費増大により、市町村の財政圧迫が課題と

なっている。このため、集約型都市の形成を目指すことが必

要である。

　集約型都市の形成に向けて居住誘導を図る際に、公的賃

貸住宅 *1 が果たす役割は大きい。しかし、将来の都市構造を

考慮した公的賃貸住宅の計画手法は、構築されていない。特

2. 研究の方法

　本論では、以下の通りに集約型都市形成に向けた公民連

携型住宅の計画のプロセスを示す（図 1)。①市町村の住宅ニ

ーズを把握し、財政負担低減のため民間活力を用いた公民

連携型住宅タイプと住宅の事業スキームを提案する。②国

の公開統計データを用いて①の住宅タイプ毎に推計必要戸

数を旧 9 町別に算定する③将来人口推計、将来公共施設立

地、公共交通を踏まえて地区を評価し、居住誘導を図る地区

を明らかにする。④①の住宅タイプと③の地区の適合性を

整理する。⑤④の適合性により、②で算出した必要戸数を検

討する。⑥①～⑤により、集約型都市形成に向けた公民連携

型住宅の計画手法を構築する。⑦公民連携型住宅の計画モ

デルを登米市で提案することで、計画から事業化への実現

可能性を検討する。

3. 公民連携型住宅タイプと事業スキームの考案

　市町村へのヒアリング *2 から、市町村における公的賃貸

住宅へのニーズとして 3点、A：移住定住促進、B：まちなか

居住推進、C：セーフティネット住宅の整備を整理した（図

2-Ⅰ）。また、市町村の財政負担低減のため、財源として、❶

転入に伴い増加する市町村の収入 *3、❷国費 *4、❸民間資金

の 3 つを用いた事業スキームによる公民連携型住宅タイプ

を考案した。財源❸を用いたスキームは、民間企業 *5 との共

同研究において検討し、事業性評価により妥当性を評価し

た (図 2-Ⅱ、Ⅴ）。以上より、A～ C の公的賃貸住宅へのニー

ズを考慮し、❶～❸の財源を用いた 3 種類の住宅を考案し

た。さらに対象世帯 ( 図 2-Ⅳ）を考慮し、全 9タイプの公民

連携型住宅タイプを考案した。( 図 2 Ⅲ(a) ～ (i))。ニーズ

Aに対して、子育て世帯を対象とした地域活性化住宅を考案

した。その内、移住促進として賃貸住宅タイプ (a)、定住促進

として賃貸住宅タイプ (b) と将来的に持ち家を希望する世

帯を対象に譲渡型賃貸住宅タイプ (c) を考案した。ニーズ B

に対して、民間活用による公共供給型地域優良賃貸住宅（以

下、PFI 地優賃）を考案した。その内、民間賃貸住宅で事業的

に供給が困難な 3LDK 以上の間取りを必要とする多子世帯

を対象とする子育て支援タイプ (d) と、要支援者 *6 を対象

とする高齢者生活支援タイプ (e) を考案した。ニーズ C に

対して、公営住宅の建替え (f) と改修 (g) に加え、公営住宅

の入居対象者で、かつ公営住宅の不足のため入居できない

子育て世帯と高齢世帯向けにそれぞれ空き家活用タイプ

(h,i) を考案した。

4. 公民連携型住宅の推計必要戸数の算出

　公民連携型住宅タイプ別に推計必要戸数を地域別に算出

した ( 図 3)。本研究では地域を合併前の旧 9 町と位置付け、

旧 9 町別で住宅タイプ別に推計必要戸数を算出した。推計

必要戸数の算出では、全市町村への適用に向け、国の公開統

計データ 2) を用いて算定するプログラムを作成した (図

5. 集約型都市形成に向けた公民連携型住宅の適正配置

5-1. 将来都市構造

　既往研究 1) より、集約型都市形成に向けた将来都市構造

として、合併前に形成された旧集落単位を地区として地区

評価を行い、維持すべき地区に集約する考えにより、全 4種

類に区分できる。4 種類の都市構造は合併前の都市構造を維

持するか否かで、2種類に大別できる。「旧 9町維持型」は、現

行の都市計画マスタープランと同様に、各旧町に一つ居住

誘導を図る地区を形成することで、合併前の都市構造を維

持する構造である。「市内連携型」は合併前の都市構造を維

持しつつ各旧町の中心地区の中で選択と維持を行う構造で

ある。「拠点連携型」は旧 9町の構造を維持しない考えによ

り地区の選択と維持を行い居住誘導を図る構造である。「一

大都市拠点形成型」は、最も維持すべき佐沼地区のみに居住

誘導を図るため、最も集約する構造である。

5-2. 地区評価・タイプ分けの方法

　以下、①～④の順序で地区を評価した（図 4)。①地区別将

来人口推計 *12 と既往研究 1）より 2040 年将来公共施設立地、

地区間公共交通網＊13 より、評価項目❶～❿を抽出した。②項

目毎に平均値を算出し、さらに平均値と最大値、平均値と最

小値との範囲を二分することで値の幅を 4 つに分け、最大

値に近い値から A～ Dとランク付けを行い、A～ Dのランク

毎に点数化した。③合併前の都市構造を維持するか否かを

考えるにあたり、重要度の低い項目の重み係数を 0.5 と仮

定して重みづけをした。④②の点数に③で重みづけをした

項目ごとの点数を地区別に合計し、合計点によって地区を 4

タイプに分類した。まず各地域内で最高得点の地区を地域

の中心地区と設定し、中心地区に分類されない地区を、居住

を誘導しない「縮小検討地区」とする。次に、中心地区を点数

により 3 タイプに分類した。全地区の中で最高得点の地区

を「中心居住地区」、合計点が上位 25% で、良好な居住環境を

維持すべき地区を「居住維持誘導地区」、合計点が上位 25%

2-Ⅵ)。住宅タイプ (a ～ e) では、推計必要戸数は①推計対

象世帯数に、②①の内、入居する世帯数を仮定した割合を掛

け、③供給戸数 *10 との差より算出した。住宅タイプ (f,g) の

③供給戸数は、既往研究 1) より、2040 年時の公営住宅の再編

シミュレーションを基に算出した *11。住宅タイプ (h,i) は、

住宅タイプ (f,g) の①2040 年将来の推計対象世帯数に②①

の内、入居する世帯数を仮定した割合を掛け、③供給戸数の

差より算出した推計必要戸数に対し、2040 年における各対

象世帯数の割合をかけて、住宅タイプ (h,i) の推計必要戸

数としてそれぞれ算出した。

公民連携型住宅の

推計必要戸数の算定(4章)

集約型都市形成に向けた

公民連携型住宅の適正配置(5章)

 公民連携型住宅タイプと

事業スキームの考案(3章)

・国の公開統計データを用いた公民連携型

住宅の推計必要戸数算定プログラムの作成

・居住誘導を図る地区の評価

・地区と公民連携型住宅の適合性の整理

・市町村の住宅ニーズの把握

・財政負担低減に向けた民間活力導入の検討

図1 集約型都市形成に向けた公民連携型住宅の計画プロセス
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1. 研究の背景と目的 1. 研究の背景と目的

　地方都市では、少子高齢化、人口減少、社会基盤の老朽化

に伴う維持管理費増大により、市町村の財政圧迫が課題と

なっている。このため、集約型都市の形成を目指すことが必

要である。

　集約型都市の形成に向けて居住誘導を図る際に、公的賃

貸住宅 *1 が果たす役割は大きい。しかし、将来の都市構造を

考慮した公的賃貸住宅の計画手法は、構築されていない。特

以外で、一時的に居住を誘導する地区を「集落集約地区」とす

る。

5-3. 将来都市構造パターン別の地区タイプ

　将来都市構造の考え方に従い、地区毎の地区タイプを検討

する。市内連携型と拠点連携型では、中心地区の中で居住誘

導を図る地区の選択と維持を行うため、5-2 のように地区タ

イプを分けた。一方、旧 9町維持型では、中心地区に居住誘導

を図るため、中心地区は集落集約地区も居住維持誘導地区と

した。また、縮小検討地区では、中心居住地区のみ居住誘導を

図るため、居住維持誘導地区は集落集約地区とし、集落集約

地区は縮小検討地区とした。

5-4. 地区タイプと公民連携型住宅タイプの適合性

　3 章の住宅タイプは、5-2 章の地区タイプ毎に適合する住

宅タイプを整理した（図 5）。公営住宅の再編方針は既往研究
3) に従った。住宅タイプ (a) は、中心居住地区と居住維持誘

導地区に適合する。住宅タイプ (b,c) は、中心居住地区と居

住維持地区に適合し、集落集約地区はやや適合する。住宅タ

イプ (d,e) は、中心居住地区が適合し、居住維持誘導地区は

やや適合する。住宅タイプ (f,g) は、中心居住地区、居住維持

誘導地区では改修・建替えを検討し、集落集約地区では改修

のみ検討する。住宅タイプ (h,i) は、住宅タイプ (f,g) の不

足を補う住宅タイプのため、地区タイプとの適合性は考慮し

ない。以上より、地区タイプと住宅タイプの適合性が明らか

となった。

5-5. 公民連携型住宅の導入可能性

　適合性に従い、4章で算出した住宅タイプ毎の必要戸数を

検討する。住宅タイプ (a ～ e) が適合しない場合、必要戸数

は 0戸となる。住宅タイプ (d,e) が適合しない場合、適合す

る地区に必要戸数を再配分する。以上より、地区毎に住宅タ

イプの必要戸数を明らかにした *14(図 6)。

　以下、公民連携型住宅の住宅タイプ毎に導入可能性につ

いて検討する。住宅タイプ (a) では、合併以前の都市構造を

維持する場合、隣接市町村である石巻市の中心市街地に近

い豊里地域、津山地域の中心地区である、上屋浦・新町・下

町地区、柳津地区に最も導入可能性がある。一方で合併以前

の都市構造を維持しない場合、柳津地区は集落集約地区と

なるため導入可能性がなくなるが、上屋浦・新町・下町地区、

柳津地区では拠点連携型では最も供給可能性がある。住宅

タイプ (b,c）は、合併前の都市構造を維持する場合、米山地

域の西野地区が最も導入可能性がある。一方で、合併前の都

市構造を維持しない場合、拠点連携型では米山地域の中津

山地区が最も供給可能性がある。住宅タイプ (d,e) は、全将

来都市構造パターンにおいて、中心居住地区である迫地域

の佐沼地区に最も供給可能性がある。一大都市拠点形成型

以外の都市構造の場合、中田地域の上沼地区、南方地域の高

石地区が次に供給可能性がある。住宅タイプ (h,i) は、一大

都市拠点形成型の場合、住宅タイプ (f,g) の建替え、改修が

他の将来都市構造パターンに比べて少ないことから、住宅

タイプ (h,g) の受け皿として必要戸数が多くなる結果と

なった。以上より、登米市における地区単位で、各公民連携

型住宅の導入可能性が明らかとなった。

6. 公民連携型住宅の計画モデル

　まちの再編に向けて、公民連携型住宅の計画モデルを登

米市において提案する。5 章の結果より、最も公民連携型住

宅の導入可能性のある迫地域佐沼地区で PFI 地優賃の導入

を考えた。現在、佐沼地区大網では 3つの公営住宅団地が近

くに立地しており、令和 3年度までに西大網団地へ、北大網

団地、東大網団地を集約建替えを行う予定となっている。耐

用年数が経過し、老朽化が著しい市営住宅「佐沼東大網地

区」の住替え・集約後の余剰地を活用し、PFI 地優賃の整備

を検討する ( 図 7)。敷地周辺は人口が最も維持される中心

市街地から近く、利便性がよい。また、近郊に適正家賃 *15 で

間取りが 3LDK 以上ある家族世帯向けの賃貸住宅の供給が

ないことから、PFI 地優賃子育て支援タイプ導入の実現可能

性を検討し、敷地面積より住戸数が 11 戸で 2階建て、家賃

が 6万円の住宅モデルを提案する。以上より、公民連携型住

宅の計画モデルの事業性評価により妥当性を評価した。

7. まとめ

　3～ 5 章より、合併市町村における集約型都市形成に向け

た、居住の誘導方法として、公民連携型住宅の計画手法を明

示した。6 章で、公民連携型住宅の実現に向けた計画モデル

を提案した。以上より、将来の集約型都市構造を考慮した、

各地区における公民連携型住宅タイプの導入可能性評価が

可能となった。

　本研究の成果に基づき、今後は登米市以外の地方都市に

おいて公民連携型住宅の計画を可能にするプログラムの作

成を検討する。

　本研究の遂行にあたっては、同大学院工学院 鈴木等学術

研究員から御指導いただいた。ここに記して謝意を表する。
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図6 公民連携型住宅タイプ導入可能性

【参考文献】1)伊藤拓海「集約型コンパクトシティに向けた公共施設再編による都

市拠点計画論」, 日本建築学会学術講演梗概集 p621-p624 2019.9 2)H27 年国勢調

査、H30年住宅土地統計調査3)安田穂乃香「民間活力導入に伴う公営住宅再編に

よる集約型コンパクトシティの計画論」, 日本建築学会学術講演梗概集

,p617-p620,2019.9

【注釈】*1住宅セーフティネット法に定める公営住宅を含む賃貸住宅の総称。*2恵

庭市、夕張市、西川町へヒアリング調査。*3住民税、固定資産税、交付税交付金等*4 

社会資本整備総合交付金等 *5 積水ハウス ( 株 )*6 厚生労働省の定める要支援

1.2「要介護状態にはいかないものの、家事や身の回りの支度などの日常生活に支

援を必要とする状態」*7 転出世帯数のうち抑制したい割合 *8 H28 年登米市住宅

マスタープラン住民意向調査 将来の住まいや住宅対策について「今後住み替えす

る場合、まちなか居住の考えは、「『住みたい』、『条件が合えば済みたい』が約4割と

なっている」より。 *9 現状推計公営住宅対象世帯数のうち公営住宅入居世帯数の

割合より算出した。 *10 登米市の住宅タイプ (a,b,c,e) の供給戸数が 0戸 *11国土

数値情報サービスによる 500m メッシュ別人口将来推計人口より。＊12 H30 登米

市市民バス時刻表*13セーフティネット住宅の必要戸数を現状の公営住宅戸数で

満足していると仮定し、将来推計必要戸数を検討した。*14公民連携型住宅の事業

を行う敷地は公共遊休地、民間協力事業者の土地のみ導入可能である。住宅タイプ

(b,c)は、みなし過疎に指定され、過疎対策事業債が適用可能な場合のみ導入可能

である。*15子育て世帯の家賃相場は約6万円と仮定した。
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ケット、店舗、飲食店等があり、
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図7　東大網団地における計画モデル
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